
横浜観光プロモーション認定事業支援要綱 

 

（目 的） 

第１条 この要綱は、公益財団法人横浜観光コンベンション・ビューロー（以下「財団」という。）が

認定した事業（以下「認定事業」という。）への支援を行うことにより、横浜の集客力を高め、国際

観光・コンベンション都市としての横浜のブランド力を向上させることを目的とする。 

 

（支援の内容） 

第２条 認定事業に対する支援の内容は次のとおりとする。 

⑴ 財団による広報等支援 

⑵ 財団の賛助会員による事業参加の促進 

 

（支援の対象） 

第３条 支援の対象は、次の各号に定める要件を満たした事業とする。 

⑴ 事業実施期間 

   当該年度内に事業報告及び収支決算報告を行うことができる事業であること 

⑵ 事業主旨・内容（次のいずれかに該当する事業であること） 

ア 横浜市への誘客や滞在を促進する事業 

イ 横浜市の観光の魅力を発信する事業 

ウ 観光資源の発掘及び魅力向上など地域の特性を活かした事業 

エ 観光の仕組づくりやムーブメントづくりのための事業 

オ 第５条に規定する事業認定審査会の審査において特に必要と認められた事業 

⑶ 対象外事業 

前項⑴⑵の条件を満たす事業であっても、次に該当する事業は対象外とする。 

  ア 国または地方公共団体が主催する事業 

  イ 宗教及び政治的活動を目的とする事業 

  ウ 公序良俗に反する事業 

  

（事業認定申請） 

第４条 支援を受けようとする事業者は、次に定める書類を理事長が定める期日までに、指定された方

法により提出しなければならない。 

⑴ 横浜観光プロモーション認定事業 申請書（第１号様式） 

⑵ 横浜観光プロモーション認定事業 企画書（第２号様式） 

⑶ 横浜観光プロモーション認定事業 事業収支予算書（第３号様式） 

⑷ 企画書を補完する書類 

⑸ その他、理事長が必要と認める場合は、財務諸表等その他の書類の提出を求めることができる。 

２ 事業者は、申請を行った後に、当該事業が第３条の各号に定める基準を満たすことができなくなっ

た等、事情の変更が生じた場合には速やかに財団に連絡し、その指示に従わなければならない。 

 

（審査会による審査） 

第５条 理事長は、申請があった事業について、支援対象としての適格性の審査を行うために、「横浜

観光プロモーション認定事業審査会」（以下「審査会」という。）を設置し、認定の可否を決定するも

のとする。 

２ 前項に規定する審査会の運営及び審査基準等に関し必要な事項は別に定める。 

 



（審査結果の通知） 

第６条 理事長は、審査会の審査結果報告を受けた後、速やかに「横浜観光プロモーション認定事業 事

業認定審査結果通知書」（第４号様式）により、申請事業者に審査結果を通知するものとする。 

２ 理事長は、前項に規定する決定通知にあたっては、事業支援の停止条件その他必要な事項を付して

行うものとする。 

 

（支援決定の取消し等） 

第７条 理事長は、前条に定める決定通知を行った後に、当該事業について次の事情が生じた場合は、

当該決定の全部若しくは一部の取消し又は当該決定を変更することができるものとする。 

⑴ 第３条の各号に定める基準を満たさなくなったなどの事情の変更が生じた場合 

⑵ この要綱に定める事項に違反したことが判明した場合 

⑶ 申請事項等に虚偽の記載があったことが判明した場合 

⑷ 横浜市暴力団排除条例（平成 23年 12 月横浜市条例第５１号）第２条２号に規定する暴力団、同

条第３号に定める暴力団員、同条第４号に定める暴力団員等、同条第５号に定める暴力団経営支配

法人等又は条例第７条にいう暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者であるとき 

⑸ 神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第７５号）第２３条第１項又は第２項に違反

している事実があるとき 

⑹ 第６条に規定する事業認定の通知を受けた事業者（以下「認定事業者」という。）から支援を辞

退する旨の申し出があった場合 

２ 前項に規定する支援決定の取消し等については、審査会での協議に基づき行うものとする。 

 

（事業報告書等の提出） 

第８条 認定事業者は、事業が完了した日から起算して３０日以内に、次に定める書類を理事長に提出

しなければならない。 

⑴ 横浜観光プロモーション認定事業 報告書（第５号様式） 

⑵ 横浜観光プロモーション認定事業 事業収支決算書（第６号様式） 

⑶ その他、理事長が必要と認める書類 

 

（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は理事長が定める。 

 

附則 

（施行期日） 

この規則は、制定の日から施行し、平成２３年１１月１日から適用する。 

 

（施行期日） 

この規則は、制定の日から施行し、平成２６年１月２０日から適用する。 

 

（施行期日） 

この規則は、制定の日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

 

（施行期日） 

この規則は、制定の日から施行し、平成２８年２月１日から適用する。 

 

 



第１号様式（第４条） 

 

横浜観光プロモーション認定事業 申請書 

 

平成  年  月  日 

 

公益財団法人横浜観光コンベンション・ビューロー 

理事長 布留川 信行 様 

     （申請者） 

     所 在 地  

       

     団 体 名  

     代表者名                       

印 

     （担当者） 

     担当者名  

     部署名   

     電話番号  

     FAX 番号  

     E-mail:    

 

 

 関係書類を添えて、横浜観光プロモーション認定事業の申請をします。 

 

 

 

１ 事業名 

  

  

 

２ 事業者名／構成団体 

  

 

 

３ 添付書類 

⑴ 横浜観光プロモーション認定事業 企画書（第２号様式） 

⑵ 横浜観光プロモーション認定事業 事業収支予算書（第３号様式） 

⑶ 企画書を補完する書類 

⑷ その他 

 



第２号様式（第４条） 

 

横浜観光プロモーション認定事業 企画書 

 

公益財団法人横浜観光コンベンション・ビューロー 

項   目 記入欄 

１ 事 業 名  

 

 

２ 事業者名/ 

  構成団体 

 

 

 

３ 申請者(代表

者)及び担当者 

申請者(代表者)：  

担当者：  

４ 実 施 期 間 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

 

５ 事 業 概 要 

  (200字程度) 

 

 

 

 

 

 

６ 事業に関する 

  ＵＲＬ 

http:// 

＊事業をＰＲするサイトのＵＲＬをお書き下さい。準備中などの理由により表示が困難な場合は、その他事業に関連するサイトのＵＲＬな

どをお書きください。 

７ 数 値 目 標 集客目標：    人 

ＰＲ目標： (印刷物)     部/年 （内訳：   部発行×  回） 

      (インターネット総ページビュー)       PV/年 (内訳：     PV/月×  ヶ月) 

      (ソーシャルメディア)  

      （その他産業メディア、マスメディア） 

 

その他： 

 

８ 総 事 業 費    ￥ 

＊事業収支予算書の収入額（＝支出額）より転記。 

９ 希 望 す る 

支 援 項 目 

（希望する項目 

全てをチェック 

して下さい） 

□会員による事業の参加 

□当財団による広報支援 

□横浜の観光情報（観光施設・宿泊施設・イベント等）の提供 

（具体的に                                     ） 

□横浜の観光写真等の素材提供 

（具体的に                                     ） 

□その他（具体的に                               ） 

１０ 認定マーク

の表記・掲載方法 

（該当する項目全てをチ

ェックして下さい） 

□WEBページ 

□パンフレット・チラシ類 

□ポスター類 

□その他 

（                                      ） 



第３号様式（第４条） 

 

横浜観光プロモーション認定事業 事業収支予算書 

 

事業者名 

 

 収入の部 

項 目 金 額（円） 内 訳 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

合 計 

 

  

 

 

支出の部 

項 目 金 額（円） 内 訳 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

合 計 

 

  

※収入と支出の合計額が同一になるようにしてください。 

 



第４号様式（第６条） 

平成  年  月  日 

 

横浜観光プロモーション認定事業 事業認定審査結果通知書 

 

 

        様 

 

 

公益財団法人横浜観光コンベンション・ビューロー 

理事長 布留川 信行   印 

 

 

 横浜観光プロモーション認定事業支援要綱第６条に基づき申請事業の審査結果を通知します。 

 

 

１ 認定の可否 

 

 

２ 事業名 

 

 

３ 事業者名 

 

 

４ 支援の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  
  

第５号様式（第８条） 

  平成  年  月  日 

 

 

横浜観光プロモーション認定事業 報告書 

 

 

公益財団法人横浜観光コンベンション・ビューロー 

理事長 布留川 信行 様 

 

 

所在地 〒 

 

事業者名 

代表者名               印      

 

 

 

 

 

 平成  年度第  回認定事業審査会で認定をうけた事業が完了したので、添付のとおり報告します。 

 

 

 

 添付書類 

 １ 事業報告書 

 ２ 事業実績表 

 ３ 横浜観光プロモーション認定事業 事業収支決算書（第６号様式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第６号様式（第８条） 

 

横浜観光プロモーション認定事業 事業収支決算書 

 

事業者名 

 

 収入の部 

項 目 金 額（円） 内 訳 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

合 計 

 

  

 

 

支出の部 

項 目 金 額（円） 内 訳 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

合 計 

 

  

※収入と支出の合計額が同一になるようにしてください。 


